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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 700,549 3,620,607 6,181,807 △116,139 10,386,825

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,104,207 1,104,207

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 891,771 － 891,771

当連結会計年度末残高 700,549 3,620,607 7,073,579 △116,139 11,278,597

その他の包括利益累計額

純資産合計
そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 138,520 － △13,141 125,378 10,512,204

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,104,207

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

89,561 △14,340 130,244 205,465 205,465

当連結会計年度変動額合計 89,561 △14,340 130,244 205,465 1,097,237

当連結会計年度末残高 228,081 △14,340 117,102 330,844 11,609,441

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　５社

・主要な連結子会社の名称　　　　北海道ドライケミカル株式会社

日本ドライメンテナンス株式会社

　当社は、平成29年11月２日付で株式会社始興金属の株式を取得し子会社化したため、当

事業年度より連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　・持分法適用関連会社の数　　　　２社

　　　・主要な関連会社の名称　　　　　株式会社イナートガスセンター

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　在外連結子会社である株式会社始興金属の決算日は12月31日であり、連結計算書類作成に

あたっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

  原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～17年

工具、器具及び備品　２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。

ニ．完成工事補償引当金　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

ホ．修繕引当金　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積った修繕額のうち、当

連結会計年度に負担すべき金額を計上しております。

ヘ．役員退職慰労引当金　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。
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(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８～16年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　  工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　  工事完成基準

　  なお、工事進行基準による完成工事高は、15,452,677千円であります。

　　③　のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、投資効果が及ぶ期間（20年以内）で均等償却しております。

ただし、金額が僅少なものについては、発生時に一括償却しております。

④　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

 有形固定資産の減価償却累計額 2,596,615千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 3,590,906 － － 3,590,906

　(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 50,312 － － 50,312

  (3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月23日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 123,920 35 平成29年３月31日 平成29年６月26日

平成29年11月10日
取 締 役 会

普 通 株 式 88,514 25 平成29年９月30日 平成29年12月11日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 123,920 35 平成30年３月31日 平成30年６月29日
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４．金融商品に関する注記

 (1) 金融商品の状況に関する事項

    ① 金融商品に対する取組方針

　　 当社グループは、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており投機的な取引は行わない方針でありま

す。

  ② 金融商品の内容及びそのリスク

　　 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務

である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期借入金の一

部については、金利の変動による損失を回避する目的で、デリバティブ取引（金利スワップ

取引）を利用してヘッジしております。金利スワップ取引については、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているため、その判定をもってヘッジの有効性の評価を省略しておりま

す。

　   このほか、デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的

な利益の確保を図る目的で、為替予約取引を利用しております。

　③ 金融商品に係るリスク管理体制

     イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について経理財務部が取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行

っております。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に

限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。

     ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度

額等を定めた社内ルールに従い、経理財務部が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。金利スワップ取引については、取締役会決議に基づき行っております。

   　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

       　当社は、各部署からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいては、各社の担当者が、当社と同様の管理を行っております。

　④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

   　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　  平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については､ 

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま

れておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時　価

（千円）

差　額

（千円）

(1) 現金及び預金 2,363,297 2,363,297 －

(2) 受取手形、売掛金及

び完成工事未収入金
14,360,649

     貸倒引当金（*） △10,108

14,350,540 14,350,540 －

(3) 投資有価証券 965,585 965,585 －

資産計 17,679,423 17,679,423 －

(1) 支払手形、買掛金及

び工事未払金
8,606,755 8,606,755 －

(2) 短期借入金 1,250,000 1,250,000 －

(3) 未払法人税等 679,203 679,203 －

(4) 長期借入金 1,379,419 1,380,360 941

負債計 11,915,377 11,916,319 941

（*）受取手形、売掛金及び完成工事未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除し

　　ております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　　資　産

　　　　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、売掛金及び完成工事未収入金

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

　　　　(3) 投資有価証券

　　　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

　　負　債

　　　　(1) 支払手形、買掛金及び工事未払金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
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(4) 長期借入金

　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

    ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 98,015

　　　非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

    ３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後の返済予定額

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 397,500 140,000 110,000 60,000

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,278円95銭

(2) １株当たり当期純利益 311円87銭

６．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

７．その他の注記

　（企業結合等関係）

　　取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

　　　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　　被取得企業の名称：株式会社始興金属（Shiheung Metal）

　　　　事業の内容　　　：金属鍛造製品等製造業

　　　② 企業結合を行った主な理由

　　　　アルミニウム製消火器用部材を内製化することで、消火器製品群のさらなる拡充を図る

とともに、品質の差別化、競争力を高めることで市場シェアを拡大するためであります。

　　　③ 企業結合日

　　　　平成29年11月２日（株式取得日）

　　　　平成29年12月31日（みなし取得日）

　　　④ 企業結合の法的形式

　　　　現金を対価とする株式取得

　　　⑤ 結合後企業の名称

　　　　株式会社始興金属（Shiheung Metal）
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　　　⑥ 取得した議決権比率

　　　　100％

　　　⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　平成30年１月１日から平成30年３月31日

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価  現金 469,828千円

取得原価 469,828

(4) 発生したのれんの金額及び発生原因、償却方法及び償却期間

　　　① 発生したのれんの金額

　　　　65,463千円

　　　② 発生原因

　　　　取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その

差額をのれんとして認識しております。

　　　③ 償却方法及び償却期間

　　　　１年間にわたる均等償却

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 174,346千円

固定資産 716,168

資産合計 890,514

流動負債 380,179

固定負債 91,842

負債合計 472,022

  (6) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損

益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該影響の概算額の重要性が乏しいため記載を省略しております。なお、当該影響の概算

額については、監査証明を受けておりません。
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

純 資 産

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 121,210 1,431,832 4,988,719 6,541,763 △116,139 8,224,454

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435 △212,435

当 期 純 利 益 1,069,126 1,069,126 1,069,126

固定資産圧縮積立金の
積 立

80,997 △80,997 － －

特別償却準備金の取崩 △249,374 249,374 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 80,997 △249,374 1,025,067 856,690 － 856,690

当 期 末 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 202,208 1,182,457 6,013,787 7,398,453 △116,139 9,081,145

純 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 138,520 138,520 8,362,975

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

当 期 純 利 益 1,069,126

固定資産圧縮積立金の
積 立

－

特別償却準備金の取崩 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

89,561 89,561 89,561

当 期 変 動 額 合 計 89,561 89,561 946,252

当 期 末 残 高 228,081 228,081 9,309,227

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　イ．子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。

　ロ．その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

　・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

　原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～47年

構築物　　　　　　　　５～50年

機械及び装置　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　４～７年

工具、器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当事業年度における

支給見込額に基づき計上しております。
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③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支

給見込額に基づき計上しております。

④　完成工事補償引当金　　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

⑤　修繕引当金　　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積もった修繕額のうち、

当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

⑥　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８～16

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

⑦　役員退職慰労引当金　　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　　工事完成基準

　　なお、工事売上高のうち、工事進行基準による完成工事高は、14,542,674千円でありま

す。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　消費税等の会計処理            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

②　退職給付に係る会計処理        退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額                           2,390,662千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 137,501千円

②　短期金銭債務 54,646千円

③　長期金銭債務 10,000千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 売上高 236,746千円

(2) 仕入高 376,132千円

(3) 営業取引以外の取引高 78,404千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普通株式（株） 50,312 － － 50,312
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５．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 9,098千円

未払費用 40,264千円

賞与引当金 123,723千円

未払事業税 36,006千円

完成工事補償引当金 21,300千円

修繕引当金 14,036千円

退職給付引当金 247,569千円

役員退職慰労引当金 34,701千円

たな卸資産評価損 118,862千円

減価償却費限度超過額 19,853千円

減損損失 24,282千円

その他 17,621千円

　繰延税金資産小計 707,320千円

　評価性引当額 △192,688千円

繰延税金資産合計 514,632千円

繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 △90,663千円

　特別償却準備金 △537,332千円

　その他有価証券評価差額金 △100,661千円

繰延税金負債合計 △728,657千円

繰延税金負債の純額 △214,024千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社及び法人主要株主等

　　該当事項はありません。

　(2) 子会社及び関連会社等

種 類
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係

取引

内容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

子 会 社
北海道ドライ

ケミカル㈱

所有

直接100.0％

商品の販売

及び

資金の預り

役員の兼任

資金の

預り
△129

関係会社

預 り 金
249,997

関連会社
㈱イナートガ

スセンター

所有

直接 50.0％

商品の仕入

資金の貸付

資金の

貸付
－

関係会社

長 期

貸 付 金

155,000

利息の

受取
728

その他流動

資 産

(未収入金)

－

（注）１．取引金額および期末残高には消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　資金の貸付の金利条件は、市場金利に準じて決定しております。

　　　３．資金の預り及び資金の貸付の取引金額については前期末残高との純増減額を記載して

　　おります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,629円28銭

(2) １株当たり当期純利益 301円96銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

　（企業結合等関係）

　　　取得による企業結合

　　　連結注記表「７．その他の注記（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。
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